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第1章 治山設計

第１節 総 則

第11001条 適用

１ 本章は、島根県の発注する森林整備事業のうち治山事業の設計及び計画業務（当該設計及び計画業

務と一体として委託契約される場合の治山工事予定地等において行われる調査業務を含む。）を実施

する場合の土木設計業務等委託契約書（以下「契約書」という。）及び設計図書の内容について、統

一的な解釈及び運用を図るとともに、その他の必要な事項を定め、もって契約の適正な履行の確保を

図るためのものである。

２ 設計図書は、相互に補完し合うものとし、そのいずれかによって定められている事項は、契約の履

行を拘束するものとする。

３ 特記仕様書、図面又は共通仕様書の間に相違がある場合、又は図面からの読み取りと図面に書かれ

た数字が相違する場合、受注者は、監督職員に確認して指示を受けなければならない。

４ 測量作業及び地質・土質調査業務等に関する業務については別に定める共通仕様書によるものとす

る。

第11002条 用語の定義

用語の定義は第1編共通編第1章総則第1102条によるものとする。

第11003条 業務の着手

業務の着手は第1編共通編第1章総則第1103条によるものとする。

第11004条 設計図書の支給及び点検

設計図書の支給及び点検は第1編共通編第1章総則第1104条によるものとする。

第11005条 監督職員

監督職員は第1編共通編第1章総則第1105条によるものとする。

第11006条 管理技術者

管理技術者は第1編共通編第1章総則第1106条によるものとする。

第11007条 照査技術者及び照査の実施

照査技術者及び照査の実施は第1編共通編第1章総則第1107条によるものとする。

第11008条 担当技術者

担当技術者は第1編共通編第1章総則第1108条によるものとする。

第11009条 提出書類

提出書類は第1編共通編第1章総則第1109条によるものとする。

第11010条 打合せ等

打合せ等は第1編共通編第1章総則第1110条によるものとする。

第11011条 業務計画書

業務計画書は第1編共通編第1章総則第1111条によるものとする。
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第11012条 資料等の貸与及び返却

資料等の貸与及び返却は第1編共通編第1章総則第1112条によるものとする。

第11013条 関係官公庁への手続き等

関係官公庁への手続き等は第1編共通編第1章総則第1113条によるものとする。

第11014条 地元関係者との交渉等

地元関係者との交渉等は第1編共通編第1章総則第1114条によるものとする。

第11015条 土地への立入り等

土地への立入り等は第1編共通編第1章総則第1115条によるものとする。

第11016条 成果品の提出

成果物の提出は第1編共通編第1章総則第1116条によるものとする。

第11017条 関連法令及び条例の遵守

関連法令及び条例の遵守は第1編共通編第1章総則第1117条によるものとする。

第11018条 検査

検査は第1編共通編第1章総則第1118条によるものとする。

第11019条 修補

修補は第1編共通編第1章総則第1119条によるものとする。

第11020条 条件変更等

条件変更等は第1編共通編第1章総則第1120条によるものとする。

第11021条 契約変更

契約変更は第1編共通編第1章総則第1121条によるものとする。

第11022条 履行期間の変更

履行期間の変更は第1編共通編第1章総則第1122条によるものとする。

第11023条 一時中止

一時中止は第1編共通編第1章総則第1123条によるものとする。

第11024条 発注者の賠償責任

発注者の賠償責任は第1編共通編第1章総則第1124条によるものとする。

第11025条 受注者の賠償責任

受注者の賠償責任は第1編共通編第1章総則第1125条によるものとする。

第11026条 部分使用

部分使用は第1編共通編第1章総則第1126条によるものとする。

第11027条 再委託

再委託は第1編共通編第1章総則第1127条によるものとする。

第11028条 成果品の使用等

成果品の使用等は第1編共通編第1章総則第1128条によるものとする。
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第11029条 守秘義務

守秘義務は第1編共通編第1章総則第1129条によるものとする。

第11030条 安全等の確保

安全等の確保は第1編共通編第1章総則第1130条によるものとする。

第11031条 臨機の措置

臨機の措置は第1編共通編第1章総則第1131条によるものとする。

第11032条 履行報告

履行報告は第1編共通編第1章総則第1132条によるものとする。

第２節 設計業務等一般

第11033条 使用する技術基準等

使用する技術基準等は第1編共通編第2章設計業務等一般第1201条によるものとする。

第11034条 現地踏査

現地踏査は第1編共通編第2章設計業務等一般第1202条によるものとする。

第11035条 設計業務等の種類

設計業務等の種類は第1編共通編第2章設計業務等一般第1203条によるものとする。

第11036条 調査業務の内容

調査業務の内容は第1編共通編第2章設計業務等一般第1204条によるものとする。

第11037条 計画業務の内容

計画業務の内容は第1編共通編第2章設計業務等一般第1205条によるものとする。

第11038条 設計業務の内容

設計業務の内容は第1編共通編第2章設計業務等一般第1206条によるものとする。

第11039条 調査業務の条件

設計業務の内容は第1編共通編第2章設計業務等一般第1207条によるものとする。

第11040条 計画業務の条件

計画業務の内容は第1編共通編第2章設計業務等一般第1208条によるものとする。

第11041条 設計業務の条件

１．受注者は、業務の着手にあたり、第11012条に定める貸与資料、第11033条に定める適用基準等及び

設計図書を基に設計条件を設定し、監督職員の承諾を得るものとする。また、受注者は、これらの図

書等に示されていない設計条件を設定する必要がある場合は、事前に監督職員の指示または承諾を受

けなければならない。

２．受注者は、現地踏査あるいは資料収集を実施する場合に、第11012条に定める貸与資料等及び設計

図書に示す設計事項と照合して、現地踏査による調査対象項目あるいは資料収集対象項目を整理し、

監督職員の承諾を得るものとする。

３．受注者は、本条 2項において、第11012条の貸与資料と相違する事項が生じた場合に、調査対象項
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目あるいは資料収集対象項目を監督職員と協議するものとする。

４．受注者は、設計図書及び第11033条に定める適用基準等に示された以外の解析方法等を用いる場合

に、使用する理論、公式等について、その理由を付して監督職員の承諾を得るものとする。

５．受注者は、設計に当たって特許工法等特殊な工法を使用する場合には、監督職員の承諾を得るもの

とする。

６．設計に採用する材料、製品は原則としてＪＩＳ、ＪＡＳの規格品及びこれと同等品以上とするもの

とする。

７．受注者は、設計計算書の計算に使用した理論、公式の引用、文献等並びにその計算過程を明記する

ものとする。

８．受注者は、設計にあたって建設副産物の発生、抑制、再利用の促進等の視点を取り入れた設計を行

うものとする。

特に建設リサイクル法に規定する特定建設資材廃棄物（コンクリート塊、建設発生木材及びアスフ

ァルト・コンクリート塊）については、「島根県特定建設資材に係る分別解体等及び特定建設資材廃

棄物の再資源化等の促進等の実施に関する指針」に基づき、再資源化等を先導する観点から最終処分

する量をゼロにする設計に努めるものとする。

また、建設副産物の検討成果として、リサイクル計画書を作成するものとする。

９．受注者は、設計にあたり島根県公共工事木製構造物等設計指針に基づき木製構造物を利用できる箇

所については積極的に活用を検討するものとし、監督職員と協議のうえ、採用する工法等を決定した

後に設計を行うものとする。

１０．電子計算機によって設計計算を行う場合は、プログラムと使用機種について事前に監督職員と協議

するものとする。

１１．受注者は、概略設計又は予備設計における比較案の提案、もしくは、概略設計における比較案を予

備設計において評価、検討する場合には、新技術情報提供システム（NETIS）及び新技術活用支援制

度（しまね・ハツ・建設ブランド）等を利用し、新技術・新工法を積極的に活用するための検討を行

うものとする。

また、受注者は、詳細設計における工法等の選定においては、新技術情報提供システム（NETIS）

新技術活用支援制度（しまね・ハツ・建設ブランド）等を利用し、新技術・新工法を積極的に活用す

るための検討を行い、監督職員と協議のうえ、採用する工法等を決定した後に設計を行うものとする。

１２．標準図集等に収録されている標準設計図を採用する場合には、現場条件が標準設計図に合致してい

るか十分チェックするとともに、設計図等に採用した標準設計図の呼び名等を明示しなければならな

い。

第11042条 調査業務及び計画業務の成果

１．調査業務及び計画業務の成果は、特記仕様書に定めのない限り第3節以降の各調査業務及び計画業

務の内容を定めた各章の該当条文に定めたものとする。

２．受注者は、業務報告書の作成にあたって、その検討・解析結果等を特記仕様書に定められた調査・
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計画項目に対応させて、その検討・解析等の過程と共にとりまとめるものとする。

３．受注者は、現地踏査を実施した場合には、現地の状況を示す写真と共にその結果をとりまとめるこ

ととする。

４．受注者は、検討、解析に使用した理論、公式の引用、文献等並びにその計算過程を明記するものと

する。

５．受注者は、成果品の作成にあたって、成果品一覧表又は特記仕様書によるものとする。

第11043条 設計業務の成果

成果の内容については、次の各号についてとりまとめるものとする。

（１）設計説明書

設計条件、構造物の規模、型式等の決定に至る経緯、検討内容、施工上留意すべき事項等につい

て簡潔に記載するものとする。

（２）設計計算書等

設計条件、使用した理論、計算式、文献等及び計算過程を明記するものとする。

（３）設計図面

第11041条又は特記仕様書又は表－８により作成するものとする。

（４）数量計算書

数量計算書及び材料表等は、その算出根拠を明確にして算出し、工種別等に区分して作成するも

のとする。

（５）現地踏査結果

受注者は、現地踏査を実施した場合には、現地の状況を示す写真と共にその結果をとりまとめる

こととする。

（６）治山設計業務成果

設計業務の成果は、第４節設計の各号に留意して、表－８及び森林整備必携治山・林道設計編

「森林整備保全事業設計積算要領」により取りまとめるものとする。

第３節 治山計画調査

第１項 山地治山等調査

１．山地治山等調査の概要

第11044条 山地治山等調査の概要

山地治山等調査は、事業の目的及び対象地区の現況等に応じて、次の各号の内容について調査を

行うものとし、より詳細な水準の調査を行う場合は、特記仕様書又は監督職員の指示によるものと

する。

（１）山地治山事業

山地治山事業は、荒廃地の復旧整備、荒廃地の復旧整備、荒廃危険地の崩壊等の予防を目的と

して、治山施設の適切な配置と森林整備により、災害の防止及び軽減、水源かん養を図るために
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必要な調査を行うものとする。

（２）防災林造成事業

防災林造成事業は、なだれの危険防止、土砂の流出及び崩壊の防備、飛砂、潮害、風害又は

霧害の防備を目的として、森林の造成及び整備を図るために必要な調査を行うものとする。

（３）共生保安林整備事業

共生保安林整備事業は、市街地若しくは集落又は主要公共施設の周辺に存ずる森林の造成・

改良・整備、自然環境の優れた地域等における森林の景観、生態系等に配慮した総合的な整備を

図るために必要な調査を行うものとする。

（４）水源地域整備事業

水源地域整備事業は、水資源の確保と国土の保全等を目的として、重要な水源地域、奥地水

源地域等の荒廃地や荒廃森林における復旧整備を実施するために必要な調査を行うものとする。

（５）保安林整備事業

保安林整備事業は、保安林及び治山事業施行地の森林の改良整備、保育、保安林の買入に必

要な調査を行うものとする。

（６）保安林管理道整備事業

保安林管理道整備事業は、治山事業の計画的かつ効率的な実施及び保安林の適正な維持管理を

目的として、保安林管理道の開設・改良に必要な調査を行うものとする。

（７） その他の事業

その他の事業は、前第１号から第６号のうち、類似するいずれか一つの事業に準じて行うもの

とする。

２ 前項第１号から第５号及び第７号に示す事業の具体的な調査項目は、表－１に示す内容を標準と

し、事業の目的及び対象地区の現況等に応じて適宜増減することができるものとするが、調査項目の

選択は設計図書又は監督職員の指示によるものとする。

３ 前項第６号に示す事業の具体的な調査項目は、第２章「林道設計」に準じるものとする。
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表－１ 事業別調査項目選定表

事業体系
共　生
保安林
整　備

水 源
地 域
整 備

保安林

整　備

事業名

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○

○ ○

○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

 風害調査

 なだれ調査

 既往災害及び
 法令・規制等調査

 予備調査

 現地踏査

海　岸
防災林
造　成

土　砂
流　出
防止林
造　成

防風林

造　成

 海岸荒廃現況調査

保安林

整　備

共　生
保安林
整　備

水 源
地 域
整 備

 荒廃森林調査

予防

治山

水土
保全
治山

 水文調査

 荒廃地等調査（荒廃現況
調査、荒廃危険地調査）

なだれ
防止林
造　成

調査項目

 施設等整備計画

復旧

治山

 火山特性調査

 環境調査

 保全対象調査

 地形・資質・土壌等調査

 海象・漂砂調査

 林況、植生調査

 気象調査

社会
的
特性
調査

山地治山 防災林造成

 森林整備計画全体
計画
の
作成

 管理道等整備計画

 災害予知施設
 等の計画

 事業量の算定

 防災施設等調査

 総合検討及び
 基本方針の策定

 基本事項の策定
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２．調査項目

第11045条 予備調査

予備調査は、地形図、地質図、空中写真、気象観測資料、森林調査簿等及び植生図、調査・研究

等の既存資料を用いて、当該地域の自然的特性、荒廃現況等の概略を把握するものとする。

第11046条 現地踏査

現地踏査は、調査区域の地形・地質・土壌、荒廃現況、林況・植生等、流域の防災施設及び既往

の災害実態等の概況を調査するものとする。

第11047条 地形・地質・土壌等調査

地形・地質・土壌等調査は、事業対象地の地形、土質、地質及び土壌の特性について次の各号に

より調査を行うものとする。必要な場合は、設計図書又は監督職員の指示により詳細な調査を行い、

資料を補完する。

（１）地形調査

ア 山地治山等

調査対象地域の高度分布、起伏量、谷密度、傾斜、断面形、方位等の地形特性を現地調査し、

資料の確認・補正を行う。

イ なだれ防止林造成

調査区域の標高、方位、傾斜、形状、保全対象の位置等の地形特性を現地調査し、資料の確

認・補正を行う。

ウ 土砂流出防止林造成

調査区域の標高、方位、傾斜等の地形特性を現地調査し、資料の確認・補正を行うものとす

る。

エ 海岸防災林造成

調査対象地及びその周辺の陸上地形を現地調査し、また、必要な場合は監督職員の指示によ

り海底地形を調査し、資料の確認・補正を行う。

オ 防風林造成

調査対象地及びその周辺の地形、地物、土地の利用状況等の地形特性を現地調査し、資料の

確認・補正を行う。

（２）土質、地質調査

ア 山地治山等

調査対象地域の土質及び地質の特性を現地調査し、資料の確認・補正を行う。

イ なだれ防止林造成

山地治山等に準ずるが、なだれ発生地では、積雪の移動による地表の侵食あるいは露頭する

基岩の擦痕、運ばれた土石の堆積地等を把握し、なだれ発生箇所及び規模等の資料の確認・補

正を行う。
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イ 土砂流出防止林造成

山地治山等に準ずるが、植栽樹種の選定、侵食等に対する対策を検討するため調査対象地並

びにその周辺の土壌、土質及び地質の特性を把握し、資料の確認・補正を行う。

ウ 海岸防災林造成

山地治山等に準ずるが、軟弱土層の分布する汀線付近では、構造物の沈下・破壊の生ずるお

それがあるので、地質特性を把握するため、監督職員の指示によりボーリング等による精査を

行い、資料の確認・補正を行う。

オ 防風林造成

山地治山等に準ずるが、造成地は一般に平坦地が多く、局部的に地下水の高い箇所が見られ

ることに留意して、資料の確認・補正を行う。

（３）土壌調査

ア 山地治山等

調査対象地域の土壌の成因、形態及び物理的、化学的性質を現地調査し、資料の確認・補正

を行う。

イ 海岸防災林造成

山地治山等に準ずるが、植栽導入する場合は、砂の粒径、塩分含有量等について調査する。

ウ 防風林造成

山地治山等に準ずるが、防風施設等の構造等を決定する場合は、粒径、密度、含水率等を把

握し、風食発生の限界風速を調査する。

第11048条 海象・漂砂調査

海象・漂砂調査は、調査対象地並びにその周辺の潮位・波浪の状況、流況及び漂砂等について、

次の各号により調査を行うものとする。

（１）潮位調査

実測値及び推定値に基づいて、潮汐、高潮、津波による潮位、セイシュ、副振動等の状況等を調

査する。

（２）波浪調査

既存の資料及び現地調査に基づいて波高、波長、波の周期、波向、波形勾配、再現期間等を把握

する。

（３）流況・漂砂調査

第11049条 林況、植生調査

林況、植生調査は、事業対象地及びその周辺の林分の種類、林齢、樹高、胸高直径、樹冠、疎密度

等のほか、下層植生の種類、生育状況等を調査し、林相図、植生図等を作成するものとする。必要な

場合は、設計図書又は監督職員の指示に基づき、植被率・被度・優先度・群度の把握、樹冠解析や成

長錐等を用た追加調査を行って資料を補完する。
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第11050条 気象調査

気象調査は、事業対象地及びその周辺を対象に、最寄りの気象観測所に設けられた観測施設の記録

により、降水量・気温・降雪量・風等の気象特性の調査を行うものとする。必要な場合は、設計図書

又は監督職員の指示に基づき観測機器による現地調査を行って調査を行って資料の補完を行う。

第11051条 水文調査

水文調査は、既存の水文資料の収集整理などを通じて事業対象流域の水文量を把握し、Ｎ年確率

雨量、計画施設箇所における最大洪水流量及び流下可能流量等を算出するものとし、次の各号によ

り調査を行うものとする。

（１）確率水文量計算

調査地の最寄り気象観測所等における降水量、洪水流量などの極値データを収集し、当該地域の

確率水文量を算出する。

（２）流出解析

流出解析の方法は、洪水流出解析と長期流出解析があるが、流域の特性を勘案して調査目的に見

合った解析方法を選定する。

（３）洪水流出量の計算

洪水時の流出量は、適切な計算モデルによって推定するものとするが、原則として合理式法によ

り最大洪水流量を算出する。

（４）流量調査

必要に応じて、設計図書又は監督職員の指示に基づき、流量調査を実施する。

第11052条 荒廃現況調査

荒廃現況調査は、調査対象地域の荒廃現象について、現地踏査を主体に、空中写真の判読結果と

対比するなどして、対策工の必要性・工法の概略を把握し、荒廃現況図を作成する。なお、整備目

標を立案するため、調査対象地域及びその周辺地域について、次の各号により調査を行うものとす

る。

（１）侵食量調査

渓流に設けられたダム施工年度とその堆砂量から侵食量を推定する。また、必要に応じて設計図

書又は監督職員の指示により、観測期間を定めたピンによる斜面侵食・堆砂量の把握、斜面下部に

流出土砂を受ける箱を設置、USLE 法による侵食量予測計算を行って侵食量を予測する

（２）崩壊地調査

ポール及びメートル縄等による実測調査及び空中写真等から作成する地図情報等の読み取りによ

り、崩壊地の分布、特性等を把握するため、次の調査を行う。

ア 崩壊地分布調査

0.01ha以上の崩壊地の面積、崩壊地箇所数等の状況を把握し、当該地域面積あるいは単位面

積当たりの崩壊面積・箇所数を算出する。

イ 要因調査
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地形・地質等、崩壊地発生の素因及び降雨・地震等の誘因を把握する。

ウ 動態調査

(ｱ) 山腹斜面の土層が現に活動しているか又は活動するおそれがある場合に、設計図書又は

監督職員の指示により、地表移動標及びひずみ計等の設置観測を行い、地表又は土層中の

変位量を把握する。

(ｲ) 調査は、「地質・土質調査業務委託共通仕様書」により行う。

エ 形態調査

崩壊地の形状等を調査し、調査区域の新生崩壊地等の崩壊形態及び崩壊規模を把握する。

オ 植生調査

崩壊地及びその周辺部の林相・植生の種類、出現頻度、生育状況等を把握する。

カ 土砂量調査

残留土砂量、拡大見込量、侵食土砂量を調査集計して、生産・流出・堆積の相関関係を把握

する。

キ 工法及び施設の位置等

山腹工の工種・工法、構造及び導入植生、施設の配置位置等の概略及び自然復旧の可能性を

把握する。

（３）荒廃渓流調査

現地調査及び空中写真の時系列分析等により、荒廃渓流の分布及び渓流中の荒廃部分の分布、土

砂流出の特性等を把握するため、次の調査を行う。

ア 渓流荒廃地の分布・規模調査

原則として荒廃の延長が30ｍ以上で、渓流の源頭部の勾配が20°までの渓流荒廃地の、延長、

幅、深さを調査する。

なお、必要に応じて設計図書又は監督職員の指示により渓岸侵食あるいは土砂の堆積等の著

しい渓流等を対象として、ポール、メートル縄及びクリノメーター等による実測調査を行う。

イ 要因調査

渓流荒廃地等の原因を調査し、山腹崩壊、渓岸侵食及び地すべり等に分けて把握する。

ウ 動態調査

渓床面の変動量、渓岸の変動量等を把握する。

エ 土砂量調査

不安定な渓床堆積物の土砂量、渓床堆積物の変動量を把握する。

オ 工法及び施設の位置等

渓間工の工種・工法、構造及び施設の配置位置等の概略を把握する。

（４）落石荒廃地調査

落石のおそれのある箇所及びその周辺において、次の調査を行う。

ア 落石危険地の分布・範囲調査
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落石荒廃地の分布を把握する。

イ 要因調査

傾斜、斜面形状、微地形、斜面長、斜面方位及び崩壊地等の地形的特性を把握し、落石の発

生原因を素因と誘因から解析する。

ウ 形態調査

落石の発生形態を把握する。

エ 動態調査

調査対象地における既往の落石発生状況の調査結果から、落石の方向、軌跡、速度及び運動

エネルギー等の特性を把握する。必要な場合は、設計図書又は監督職員の指示により、被害区

域の想定と防護施設の設計速度の算出に資するシミュレーション解析を行う。

オ 植生調査

調査対象地及びその周辺の林況及び植生を調査し、植生導入樹種の選定、森林の抑制効果等

を把握する。

カ 工法及び施設の位置等

落石防止工の工種・工法、構造、森林造成及び施設の配置位置等の概略を把握する。

第11053条 荒廃危険地調査

荒廃危険地調査は、崩壊の発生、土石流の発生、流木の発生の危険性がある箇所及び発生時の状

況等を推定するため、次の各号により調査を行うものとする。

（１）崩壊発生の推定

ア 要因調査

崩壊の発生と密接に関わる地質、地況、林況及びその他の自然条件等を把握する。

イ 山腹荒廃危険地の推定

地形、地質等の崩壊発生要因等を総合的に検討し、危険地を推定する。

ウ 面積及び崩壊土砂量の推定

山腹荒廃危険地における崩壊の種類、崩壊面積、崩壊土砂量の概数を把握する。

エ 崩落等の影響範囲の推定

崩壊の発生位置、直下の地形から崩落土砂の到達距離及び広がりを推定する。

（２）土石流発生の推定

ア 要因調査

類似箇所の土石流等の実態を参考に、土石流の発生形態、流下の形態と密接に関わりを持つ

因子を選択して、要因を推定する。

土石流の発生、流下、堆積に係る要因を調査する。

イ 危険性の推定

斜面崩壊による発生土砂及び渓流に存在する不安定土砂と土石流流下に関わる渓流等の要因

を総合的に検討し、土石流の危険性を推定する。
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ウ 流出土砂量等の推定

渓流等まで到達する土砂量と、渓流等に堆積する不安定土砂量から、流出土砂量等を推定す

る。

エ 影響範囲の推定

流出土砂量の多少、現況流路の縦断勾配、横断形状の地況、林況等から、土石流の停止位置

と広がりを推定する。

（３）流木発生の推定

崩壊及び土石流発生の推定を行った後、その範囲に存在する立木、また、山腹斜面における倒木

や渓床に体積している流木から、流木発生及び流木量を推定する。

第11054条 荒廃森林調査

荒廃森林調査は、被災森林・公益的機能の低下又は機能の高度発揮を図る必要のある保安林の被

災要因及び機能の程度、発現の可否等、荒廃森林の位置・面積の把握のため、次の各号により調査

を行うものとする。

（１）地形調査

傾斜、斜面形状、斜面長、斜面方位及び崩壊等の地形的特性を把握する。

（２）林況・植生調

調査区域及びその周辺の森林について、林況及び植生、樹冠疎密度等を調査して、森林の造成の

可否等について把握する。

（３）要因調査

森林荒廃あるいは森林被害の素因及び誘因を把握する。

（４）形態調査

荒廃森林の位置、地被植生の有無、ガリー発生の有無及び表層土壌の流亡の有無等を把握する。

（５）森林造成調査

育成単層林及び複層林の造成、導入樹種、造成の範囲等の概略を把握する。

（６）森林被害調査

調査対象地域及びその周辺の気象害、病害、虫害等の被害の状況及び特性を把握する。

（７）森林機能調査

現況森林が有する水源かん養機能、山地災害の防止又は軽減機能の状況及び特性を把握する。

ア 水源かん養機能調査

調査対象流域における河川流量の変化傾向、渇水の頻度及び影響範囲を把握する。

イ 災害の防止又は軽減機能調査

調査対象地域における土砂の崩壊・流出に伴う災害の現況及び発生の可能性を把握する。

第11055条 海岸荒廃現況調査

海岸荒廃現況調査は、海岸侵食・荒廃砂地・斜面崩壊地及び背後地の風害・潮害・飛砂害等の被災

危険地を含め、位置・面積等の必要な事項を把握するため、次の各号により調査を行うものとする。
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（１）海岸侵食調査

砂丘の崩壊及び海崖脚部の侵食等によって荒廃した海岸線の侵食原因、形態、侵食範囲等を把握

する。

（２）荒廃砂地調査

植生の埋没あるいは枯損して裸地化した砂地等の荒廃原因、形態、荒廃範囲等を把握する。

（３）海岸斜面崩壊

海崖が崩壊又は地すべりによって荒廃した原因を把握するとともに、地況の変化について調査す

る。

（４）被害区域調査

海岸防災林の施工対象予定地又は後背地の風害、潮害、飛砂害、越波の害等のある区域を把握す

る。

第11056条 風害調査

風害調査は、周辺の農地等を含めた範囲において、風害の種類・発生時期及び位置・面積・被害の

程度等、必要な事項を把握するため、次の各号により調査を行うものとする。

（１）風害の種類

現地調査や既存の気象資料等により、風害の種類及び特性を把握する。

（２）風害の範囲及び程度

現地調査により林木、農作物、施設の被害範囲及び程度を調査し、農作物の減収、品質の低下等

を聞き取り等によって把握する。

第11057条 なだれ調査

なだれ調査は、森林造成計画、なだれ防止施設の種類、配置、構造等の計画を策定するため、次

の各号により調査を行うものとする。

（１）なだれの種類

なだれの発生の形、なだれ層の雪質、すべり面の位置等のなだれの発生形態や流れ型、煙り型等

の運動形態を把握する。

（２）なだれの発生状況

なだれの発生部位、規模、到達範囲、発生頻度等を調査する。

ア なだれの発生部位

なだれの区域を、発生区、流下する走行区、流下した雪が留まる堆積区に区分し、調査図に

明らかにする。

イ 発生区の調査

発生頻度、発生部位、斜面長、幅、発生形態、規模（発生量）等を調査し、なだれの発生に

雪ぴが関係している場合は、尾根筋付近の雪ぴの発生状況について調査する。

ウ 走行区の調査

なだれの幅、走行経路等について、立木の損傷状況、地山の擦痕等を把握する。
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エ 堆積区の調査

なだれの到達範囲、堆積量等を調査するが、把握が困難な場合は、保全対象の被災状況等を

参考として推定する。

（３）積雪状況

なだれの発生時及び発生前一定期間中における気温、降雪量、雪質、積雪状況を調査する。

（４）解析調査

被害区域の想定と防護施設における設計荷重を把握するが、必要により設計図書又は監督職員の

指示によりシミュレーション解析を行う。

第11058条 火山特性調査

火山特性調査は、活動期の火山又は兆候が顕著な火山地域を対象として、その地域での名称及び

火山活動の形式・歴史及び火山噴出物の産出・降下・流動等の活動状況・経緯について、予備調査、

現地調査により把握するものとする。

第11059条 環境調査

環境調査は、事業対象地域及びその周辺の環境及び景観を既存の資料より把握し、必要に応じて

現地調査により確認、補正するものとする。

２ 環境調査は、次の各号に掲げる調査があり、設計図書又は監督職員の指示により必要なものを調

査する。

（１）植物調査

文献及び聞き取り調査等により、植物相、植生分布、貴重種及び貴重群落等を把握する。

（２）動物調査

文献及び聞き取りや調査等により、動物の生息種、生息密度、行動圏及び貴重種の生息状況等を

把握する。

（３）水質環境調査

治山工事の施工に伴う濁水等により、下流域の水利用等に影響を及ぼすことが推定される場合に、

現地計測、採水による定量分析により、水質の変化を把握する。

（４）自然景観調査

施設等の設置予定箇所周辺の主要景観地の分布状況、主要点からの眺望の状況及び自然環境保全

上特に留意するものを把握する。

３ 調査の結果から環境への影響を予測し、必要な保全対策を検討するための資料として取りまとめる。

また、必要に応じて事業実施後の検証方法を提案するものとする。

第11060条 社会的特性調査

社会的特性調査は、災害記録及び周辺における地域開発計画や、各種法令指定地、保全対象などを

次の各号により把握するものとする。

（１）既往災害及び法令・規制等調査

気象災害、地震災害等による被害の状況・区域及び発生年月日等の既往災害記録、地域開発計
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画・水利用等の社会的特性などについて把握する。また、周辺における山地災害危険地区・保安

林・自然公園区域等の法令等指定状況を把握する。

（２）保全対象調査

被害が及ぶ範囲を想定して、地域開発計画を含む学校、公民館、道路、鉄道、発電施設等の公

用・公共施設及び人家、居住人口、農耕地、水利用施設等の位置・数量等を把握する。

（３）防災施設等調査

防災施設等調査は、治山施設、砂防施設、河川施設、多目的ダム等の既存もしくは計画中の防災

施設又はこれらに付随した施設等の位置・規模・構造・施工年度等について調査し、調査図等に明

らかにする。

第11061条 総合検討及び基本方針の策定

各調査項目の調査結果に基づいて、事業対象区域内における整備目標及び整備水準等について総合

的に分析・検討し、基本方針を策定するものとする。

３．全体計画の策定

第11062条 基本事項の策定

基本事項の策定は、他事業との関連についても十分検討したうえで、整備の対象とする現象を明

確にし、現象等の発生原因である降雨・降雪・地震等の天然現象の規模又は頻度を踏まえた、抑止・

抑制又は改善しようとする整備目標、整備水準、整備計画量、整備方針の設定を図り、併せて公益

的機能発揮等の効果・便益等を含めた基本事項を策定するものとする。

２ 基本事項の策定は、治山施設と森林等の整備を一体的及び総合的に行うものとなるよう努めるも

のとする。

第11063条 施設等整備計画

施設等整備計画は、保全対象と荒廃状況との関連において決定される緊急性等を踏まえて対策工を

策定するものとし、山腹荒廃・山腹荒廃危険地及び荒廃渓流等の復旧・整備に必要な防災施設を計画

する。計画に当たっては、適切な工種・工法の選定と施設の配置を図るとともに、事業実行に必要と

する仮設工等の付帯施設を計画するものとする。

第11064条 森林整備計画

森林整備計画は、被災等による荒廃森林、公益的機能の低下又は機能の高度発揮が阻害されている

保安林等を対象として、整備する目標林型の設定を図り、整備面積及び種類・方法等の造成計画を策

定するとともに、造成基礎工の必要性について検討・計画するものとする。

第11065条 管理道等整備計画

管理道等整備計画は、治山施設及び森林整備等の実行に当たって必要とする保安林管理道等の路網

を計画するものとする。

第11066条 災害予知施設等の計画

山地災害の予知施設、火山動態観測施設は必要に応じて設置するものとし、気象観測・土石流セン



1－ 1－ 503

サー・監視カメラ等の土砂災害監視・警報システム、観測・監視局等の設置位置・方式等について計

画するものとする。

第11067条 事業量の算定

計画する治山施設、森林整備及び付帯施設等は、工種別に構造・数量・金額について取りまとめる

とともに、施工の優先順位を定めるものとする。

４．山地治山調査等の取りまとめ

第11068条 全体計画図の作成

全体計画図は、計画対象区域、荒廃地等の現況、整備計画量、治山施設及び森林整備箇所の配置、

施工の優先順位等、一体的に明示したものを作成するものとする。

第11069条 照査

照査は、次の各号により調査業務の各段階で行うものとする。

（１）基本条件の照査

現地の状況及びそれを取り巻く情報等の基本条件を、適切に把握あるいは収集可能であるか、設計

図書の内容を理解しているのか等の確認を行う。特に、計画立案に重要な項目の調査が適切に実施可

能であるのかの照査を行う。

（２）細部条件の照査

発注者との協議内容が適切に調査に反映されているか、調査目的に合致した調査が進められている

か、計画立案に向けて適切な取りまとめが遂行中であるか等、調査中の各段階において照査を行う。

特に、計画内容が設計や工事等に十分に役立つものになるのかの確認を行う。

（３）成果品の照査

設計図書の内容が適切に実施されているか、協議事項が適切に反映されているか、取りまとめ内容

が設計や工事等に十分に役立つものとして取りまとめられているか等の確認を行う。また、図表や説

明文、数量及び概算工事費等に誤りが無いかの確認を行う。

第11070条 報告書等の作成

調査目的や項目、方法及び調査収集資料の総合的な分析・検討を踏まえ、計画策定の基本方針並び

に計画等の内容・調査結果、その他提言等について取りまとめるものとする。

２ 山地治山等調査の取りまとめは、表‐２により行うものとする。

３ 表－３に示す成果品の一覧に準じて、必要なものを作成するものとする。
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表－２ 全体計画調査の取りまとめ事項及び内容

事 項 内 容

対象区域の現況 自然的特性、社会的特性、荒廃特性、法指定状況、既存の治山

施設等の整備状況等の必要な事項について記載する。

期待される森林の公益的機能 高度発揮が期待される主な森林の公益的機能について記載す

る。

荒廃地等の現況 山腹荒廃地面積、山腹荒廃危険地面積、荒廃渓流面積、土砂

量、荒廃森林面積、（被災した森林、機能の低下した森林、機能の

高度発揮を図るべき森林）、地すべりブロック面積等の必要な事項

について記載する。

保全対象との関連 山腹荒廃地、渓流荒廃地、荒廃危険地等から流出する土砂等の

影響を受ける保全対象及び地域開発計画等と整備する治山施設等

との関連について記載する。

事業において整備の対象とする現象を明確にし、整備対象とす

整備目標 る現象ごとに、これらを抑止、抑制、または改善しようとする内

容を記載する。

対象区域又は近傍の降雨、降雪、風、波浪、地震等の天然現象

整備水準 の規模又は頻度を踏まえた抑止又は抑制の水準、地すべり防止対

整備目標等 策における目標安全率、森林整備において目標とする林型などを

事業の整備水準として記載する。

山地災害、水害、渇水、濁水等の災害や森林の機能の低下がも

たらす影響の規模、範囲、特性を設定するとともに事業の実施に

整備計画量 よってもたらされる公益的機能発揮の投資効果便益を総合的に勘

案して整備対象地の復旧・整備を計画する量及びその量の設定の

考え方を記載する。

整備目標を達成するため必要な治山施設及び森林整備の主な種

整備方針 類、施工方法、配置及び施工の優先順位の考え方、その他復旧整

備にあたっての具体的な方針について記載する。

事業量 計画する治山施設、森林等の工種別の数量・金額（本工事費）

を算定したものを記載する。

全体計画の対象区域、荒廃地等の現況、整備計画量、治山施設

全体計画図 及び森林整備箇所の配置、施工の優先順位等について一体的に明

示した図面を作成する。

施工予定期間 整備方針及び事業量等から適切な施工予定期間について定めた

ものを記載する。

他事業との関連 直轄治山事業、地方単独事業、他所管事業等との調整状況や連

携状況等について記載する。

事業評価の概要 当該事業の事前評価及び期中評価を実施している場合には、そ

の概要について記載する。
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表－３ 成果品一覧

○ 調査目的

○ 調査項目

○ 調査方法

○ 調査収集資料分析検討書

○ 現地写真

○ 林況（森林面積、主要樹種、保安林種、面積等）

○ 自然的特性現況概要書・図

○ 荒廃地等現況概要書・図

○ 保全対象区域現況概要書・図

○ 治山施設等整備検討書

○ 治山施設等施工計画書

○ 工種別数量等概算書

○ 施工予定期間検討書

○ 全体計画図（縮尺＝特記仕様書による）

○ その他必要事項に関するもの
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第４節 設 計

第１項 治山設計業務一般

第11071条 治山設計に関する一般事項

受注者は、設計に先立ち現地調査を行い、施工地域の地形、地質、湧水、用排水気象及び植生等の状

況を把握するものとする。

第11072条 治山設計業務の種類

設計業務の種類は、次の各号に定めるところによるものとする。

（１）山地治山等設計

ア 渓間工の設計

イ 山腹工の設計

ウ 海岸防災林造成（防潮工等施設）の設計

エ 防風林造成の設計

オ なだれ防止林造成の設計

カ 土砂流出防止林造成の設計

キ 保安林整備の設計

ク 保安林管理道の設計

ケ 水土保全治山等の設計

（２）地すべり防止設計

ア 抑制工の設計

イ 抑止工の設計

第11073条 照査

照査は、次の各号により設計業務の各段階で行うものとする。

（１）基本条件の照査

現地の状況及びそれを取り巻く情報等の基本条件を、適切に把握あるいは収集可能であるか、設計

図書の内容を理解しているか等の確認を行う。全体計画が存在していれば、それに準じて設計が遂行

されているかの確認を行う。

（２）細部条件の照査

発注者との協議内容が適切に設計に反映されているか、施工目的に合致した設計が進められている

か、工事に向けて適切な設計が遂行中であるか等、設計中の各段階において照査を行う。特に、設計

内容が現場条件に十分に合致しており、工事内容を解りやすく、かつ必要事項を適切に取りまとめて

いるかの確認を行う。

（３）成果品の照査

設計図書の内容が適切に実施されているか、協議事項が適切に反映されているか、取りまとめ内容

が工事に十分に役立つものとして取りまとめられているか等の確認を行う。また、設計図や数量計算、

設計説明書等に誤りが無いかの確認を行う。



1－ 1－ 507

第２項 山地治山等設計

１．渓間工の設計

第11074条 渓間工の設計内容

渓間工の設計は、次の各号によるものとする。

（１）現地調査

（２）基本事項の決定

（３）治山ダム工の設計

（４）護岸工の設計

（５）水制工等の設計

（６）流路工等の設計

第11075条 現地調査

渓間工の工種、配置、構造、規格及び施工方法等の決定に必要な自然的特性、社会経済的条件の調査

並びに資料収集を行うものとするが、治山全体計画がある場合は、現地確認を行うものとする。

第11076条 基本事項の決定

現地調査の結果及び設計条件等に基づき、工種工法等の基本的事項を定め、各工種及び構造物の配置

を決定するものとする。

第11077条 治山ダム工の設計

治山ダム工の設計は、次の各号によるものとする。

（１）設計計画

基本事項の決定に基づき、設計施設等の位置、高さ、型式、構造、規模及び施工方法等を決定

する。工事施工上必要な仮締切、廻排水、安全設備及び運搬方法等の仮設設計も含める。

（２）安定計算

構造物の型式、規模等の決定に必要な安定計算を行う。ただし、ダム工等の標準断面表を適用す

る場合は、安定計算を省略できる。

（３）設計図作成

平面図、縦断面図、構造図、横断面図等を作成する。複雑な構造物は、細部構造が判るよう構造

詳細図を別途作成する。

（４）数量計算

工種別に構造物等の数量、建設に係る資材等を算出する。

第11078条 護岸工の設計

護岸工の設計は、次の各号によるものとする。

（１）設計計画

前条第 1号に準ずる。

（２）安定計算

前条第 2号に準ずる。
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（３）設計図作成

前条第 3号に準ずる。

（４）数量計算

前条第 4号に準ずる。

第11079条 水制工等の設計

水制工等の設計は、次の各号によるものとする。

（１）設計計画

第11077条第１号に準ずる。

（２）安定計算

第 11077条第２号に準ずる。

（３）設計図作成

第 11077条第３号に準ずる。

（４）数量計算

第 11077条第４号に準ずる。

第 11080条 流路工の設計

流路工の設計は、次の各号によるものとする。

（１）設計計画

第 11077条第 1号に準ずる。

（２）安定計算

第11077条第 2号に準ずる。

（３）設計図作成

第11077条第3号に準ずる。

（４）数量計算

第11077条第4号に準ずる。

２．山腹工の設計

第11081条 山腹工の設計内容

山腹工の設計は、次の各号によるものとする。

（１）現地調査

（２）基本事項の決定

（３）山腹工の設計

第11082条 現地調査

山腹工の工種、配置、構造、規格及び施工方法等の決定に必要な自然的特性、社会経済的条件の調査

並びに資料収集を行うものとするが、治山全体計画がある場合は、現地確認を行うものとする。
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第11083条 基本事項の決定

現地調査の結果及び設計条件等に基づき、工種工法等の基本的事項を定め、基礎工・緑化工等各工種

及び構造物の配置を決定するものとする。

第11084条 山腹工の設計

山腹工の設計は、次の各号によるものとする。

（１）設計計画

基本事項の決定に基づき、土留工、水路工、のり切工等の山腹工の工種、型式、規模、構造等を

決定する。工事施工上必要な資材などの運搬方法等の仮設計画も含める。

（２）安定計算

第11077条第 2号に準ずる。

（３）設計図作成

平面図（工種配置図を兼ねる）、構造図（詳細図等を含む）、縦断面図、横断面図等を作成する。

簡易な構造物は、標準図、模式図等を作成する。

（４）数量計算

第11077条第 4号に準ずる。

３．海岸防災林造成の設計

第11085条 海岸防災林造成の設計内容

海岸防災林造成の設計は、次の各号によるものとする。

（１）現地調査

（２）基本事項の決定

（３）海岸防災林造成の設計

第11086条 現地調査

海岸防災林造成の種類、各構造物の位置、高さ、型式、構造、規格及び施工方法等の決定に必要な

自然的特性、社会経済的条件の調査並びに資料収集を行うものとするが、治山全体計画がある場合は、

現地確認を行ものとする。

第11087条 基本事項の決定

現地調査の結果及び設計条件等に基づき、工種工法等の基本的事項を定め、各工種及び構造物等の

配置を決定する。

第11088条 海岸防災林造成の設計

海岸防災林造成の設計は、次の各号によるものとする。

（１）設計計画

基本事項の決定に基づき、防潮工の工種、型式、規模、構造等及び砂丘造成、森林造成の工種を決

定する。工事施工上必要な仮締切、廻排水等の仮設計画も含める。

（２）安定計算
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構造物の型式、規模、構造等の決定に必要な安定計算を行う。

（３）設計図作成

平面図、縦断面図、構造図（詳細図等を含む）、海底縦断面図、横断面図、等深線図等を作成する。

（４）数量計算

第11077条第 4号に準ずる。

４．防風林造成の設計

第11089条 防風林造成の設計内容

防風林造成の設計は、次の各号によるものとする。

（１）現地調査

（２）基本事項の決定

（３）防風林造成の設計

第11090条 現地調査

防風林造成の適用工種及び林帯の配置、間隔、幅、植栽樹種等及び施工方法等の決定に必要な自然

的特性、社会経済的条件の調査並びに資料収集を行うものとするが、治山全体計画がある場合は、現

地確認を行う。

第11091条 基本事項の決定

現地調査の結果及び設計条件等に基づき、防風林造成の適用工種及び造成する林帯の配置、間隔、幅、

植栽樹種等及び施工方法等を決定するものとする。

第11092条 防風林造成の設計

防風林造成の設計は、次の各号により行うものとする。

（１）設計計画

基本事項の決定に基づき、防風林造成の適用工種及び林帯の配置、間隔等を決定する。

（２）安定計算

防風工の種類、型式等の決定に必要な安定計算を行う。

（３）設計図作成

平面図、構造図、縦断面図、横断面図等を作成する。

（４）数量計算

第11077条第 4号に準ずる。

５．なだれ防止林造成の設計

第11093条 なだれ防止林造成の設計内容

なだれ防止林造成の設計は、次の各号によるものとする。

（１）現地調査

（２）基本事項の決定
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（３）なだれ防止林造成の設計

第11094条 現地調査

なだれ防止林造成の適用工種及び各構造物の配置、高さ、種別、構造、規模等及び施工方法等の決

定に必要な自然的特性、社会経済的条件の調査並びに資料収集を行うものとするが、治山全体計画が

ある場合は、現地確認を行うものとする。

第11095条 基本事項の決定

現地調査の結果及び設計条件等に基づき、なだれ防止林造成施設の適用工種及び構造物の配置、高

さ、種別、構造、規模等及び施工方法等を決定するものとする。

第11096条 なだれ防止林造成の設計

なだれ防止林造成の設計は、次の各号によるものとする。

（１）設計計画

基本事項の決定に基づき、なだれ防止林造成の適用工種及び構造物の配置、高さ、種別、構造、

規模並びに林帯の配置等を決定する。工事施工上必要な資材の運搬方法等の仮設計画も含める。

（２）安定計算

なだれ防護擁壁等の種類、形式等の決定に必要な安定計算を行う。

（３）設計図作成

平面図、構造図、縦断面図、横断面図等を作成するものとし、複雑な構造物は、細部構造がわか

る構造詳細図を別途作成する。

（４）数量計算

第11077条第 4号に準ずる。

６．土砂流出防止林造成の設計

第11097条 土砂流出防止林造成の設計内容

土砂流出防止林造成の設計は、次の各号によるものとする。

（１）現地調査

（２）基本事項の決定

（３）土砂流出防止林造成の設計

第11098条 現地調査

土砂流出防止林造成の工種、植栽樹種及び施工方法等の決定に必要な自然的特性、 社会経済的

条件の調査並びに資料収集を行うものとするが、治山全体計画がある場合は、現地確認を行うもの

とする。

第11099条 基本事項の決定

現地調査の結果及び設計条件等に基づき、土砂流出防止林造成の工種及び植栽樹種及び施工方法

等を決定するものとする。
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第11100条 土砂流出防止林造成の設計

土砂流出防止林造成の設計は、次の各号により行うものとする。

（1）設計計画

基本事項の決定に基づき、土砂流出防止林造成の工種及び植栽樹種等を決定する。

（2）安定計算

第11077条第 2号に準ずる

（3）設計図作成

平面図、縦断面図、横断面図、構造図等を作成し、簡易な構造物は、標準図、模式図等を作成

する。

（4）数量計算

植栽の面積、数量、構造物の数量、設置に係る資材等を根拠を明確にして算出する。

７．保安林整備の設計

第11101条 保安林整備の設計内容

保安林整備の設計は、次の各号によるものとする。

（１）現地調査

（２）基本事項の決定

（３）保安林整備の設計

第11102条 現地調査

保安林整備の森林造成及び造成後の保育等の具体的施業方法等の決定に必要な自然的特性、社会経

済的条件の調査並びに資料収集を行うものとするが、治山全体計画がある場合は、現地確認を行うも

のとする。

第11103条 基本事項の決定

現地調査の結果及び設定条件等に基づき、森林造成及び保育等の具体的施業方法を決定するもの

とする。

第11104条 保安林整備の設計

保安林整備の設計は、次の各号によるものとする。

（１）設計計画

基本事項の決定に基づき、森林造成及び保育の工種、数量等を決定する。

（２）設計図作成

平面図（施業平面図）、縦断面図、横断面図、構造図等を作成し、簡易な構造物は、標準図、模

式図等を作成する。

（３）数量計算

植栽準備工、植生導入工の作業種別面積、数量、構造図物の数量、設置に資材を根拠を明確にし

て算出する。
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８．保安林管理道の設計

第11105条 通則

保安林管理道の設計については、第２章「林道設計」に準ずる。

９．水土保全治山等の設計

第11106条 水土保全治山等の設計内容

水土保全治山等の設計は、次によるものとする。

（1）現地調査

（2）基本事項の決定

（3）水土保全治山等の設計

第11107条 現地調査

渓間工、山腹工等各種構造物の位置、高さ、型式、構造、規模及び施工方法等の決定に必要な自然

的 特性、社会経済的条件の調査並びに資料収集を行うものとするが、治山全体計画がある場合は、

現地確 認を行うものとする。

第11108条 基本事項の決定

現地調査の結果及び設計条件等に基づき、渓間工・山腹工の工種及び構造物の配置並びに森林造

成・保育等 の具体的施業方法を決定するものとする。

第11109条 水土保全治山等の設計

水土保全治山等の設計は、次の各号によるものとする。

（１）設計計画

基本事項の決定に基づき、ダム工の位置、型式、規模、構造及び山腹工の工種等並びに森林造成、

保育の工種等を決定する。工事施工上必要な仮締切、廻排水、安全設備及び運搬方法等の仮設計画も

含める。

（２）安定計算

第11077条第 2号に準ずる。

（３）設計図作成

平面図、工種配置図、構造図、横断面図等を作成し、複雑な構造物は細部構造がわかる構造詳細図

を、山腹緑化工等の簡易な構造物は標準図、模式図等を作成する。

（４）数量計算

第11077条第 4号に準ずる。

第３項 地すべり防止工の設計

第11110条 一般事項

地すべり防止設計は、「治山技術基準解説（地すべり防止編）（山地治山編）」及び特記仕様書による

ものとする。
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表－８ 成果品一覧表

設計の種類 成果品 縮 尺 成果品数 摘 要

原図 コピー

渓間工 設計説明書 Ａ４判

位置図 1/50,000・1/25,000 原則として国土地理院発行

の地形図とする。

平面図 1/1,000 必要に応じ1/200～1/2,000

等高線の間隔は2～10mとする。

縦断面図 水平1/1,000

垂直は渓床勾配1/10未

満は水平の５倍

渓床勾配1/10以上は水

平の2倍を標準とする

横断面図 1/100 必要に応じ1/10～1/200

構造図 1/100又は1/200

詳細図 1/10～1/50

標準図 適宜

間詰図等 1/100又は1/200 数量計算を兼ねる場合もある。

掘削（床掘）図 1/100又は1/200 数量計算を兼ねる場合もある。

数量計算書又は 適宜 電子媒体等による電子納品

計算図

設計計算書

その他参考資料 写真その他(設計説明書･設計 計算書

等の補足説明資料等)

山腹工 設計説明書 Ａ４判

位置図 1/50,000・1/25,000 原則として国土地理院発行 の地

形図とする。

平面図 1/1,000 必要に応じ1/200～1/2,000 工種

配置図を兼ねる。

縦断面図 水平、垂直ともに 但し、のり切土量算定のための縦

1/1,000 断面図の縮尺は横断面図に同じ

横断面図 1/100 必要に応じ1/10～1/200

構造図 1/100又は1/200
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設計の種類 成果品 縮 尺 成果品数 摘 要

原図 コピー

山腹工 詳細図 1/10～1/50

定規図 適宜

標準図 適宜

模式図等 適宜

掘削（床掘）図 1/100又は1/200 数量計算を兼ねる場合もある。

間詰図等 1/100又は1/200 数量計算を兼ねる場合もある。

数量計算書又は 適宜 電子媒体等による電子納品

計算図

設計計算書

その他参考資料 写真その他(設計説明書･設計計算書等

の補足説明資料等)

海岸防災林 設計説明書 Ａ４判

造成 位置図 1/50,000・1/25,000 原則として国土地理院発行の地形

図とする。

平面図 1/1,000又は 一般地形測量と汀線測量とを兼ね

1/500 る。砂丘造成、森林造成について

は工種配置図を兼ねる。

縦断面図及び 水平は、1/1,000

海底縦断面図 又は1/500

垂直は、地形に応じ適

宜決定する。

等深線図 1/1,000又は

1/500

横断面図 1/100

構造図 1/100又は1/200

詳細図 1/10～1/50

標準図等 適宜

掘削（床掘）図 1/100又は1/200 数量計算を兼ねる場合もある。

間詰図等 1/100又は1/200 数量計算を兼ねる場合もある。

数量計算書又は 適宜 電子媒体等による電子納品

計算図

設計計算書
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設計の種類 成果品 縮 尺 成果品数 摘 要

原図 コピー

海岸防災林造 その他参考資料 写真その他(設計説明書･設計計算書等

成 の補足説明資料等)

防風林造成 設計説明書 Ａ４判

位置図 1/50,000・1/25,000 原則として国土地理院発行の地形

図とする。

平面図 1/1,000 必要に応じ1/200～1/2,000

縦断面図 水平、垂直とも1/1,000

横断面図 1/100

構造図 1/100又は1/200

詳細図 1/10～1/50

標準図等 適宜

掘削（床掘）図 1/100又は1/200 数量計算を兼ねる場合もある。

間詰図等 1/100又は1/200 数量計算を兼ねる場合もある。

数量計算書又は 適宜 電子媒体等による電子納品

計算図

設計説明書

その他参考資料 写真その他(設計説明書･設計計算書等

の補足説明資料等)

なだれ防止林 設計説明書 Ａ４判

造成 位置図 1/50,000・1/25,000 原則として国土地理院発行の地形

図とする。

平面図 1/1,000 必要に応じ1/200～1/2,000工種配

置図を兼ねる。

縦断面図 水平、垂直とも1/1,000 但し、床掘数量算定のための縦断

面図の縮尺は横断面図に同じ

横断面図 1/100 必要に応じ1/10～1/200

構造図 1/100又は1/200

詳細図 1/10～1/50

定規図 適宜

標準図 適宜

模式図等 適宜
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設計の種類 成果品 縮 尺 成果品数 摘 要

原図 コピー

なだれ防止林 掘削（床掘）図 1/100又は1/200 数量計算を兼ねる場合もある。

造成 間詰図等 1/100又は1/200 数量計算を兼ねる場合もある。

数量計算書又は 適宜 電子媒体等による電子納品

計算図

設計計算書

その他参考資料 写真その他(設計説明書･設計計算書等

の補足説明資料等)

土砂流出防止 設計説明書 Ａ４判

林造成 位置図 1/50,000・1/25,000 原則として国土地理院発行の地形

図とする。

平面図 1/5,000・1/20,000

植栽計画図等 適宜

縦断面図 水平、垂直とも1/1,000

横断面図 1/100 必要に応じ1/10～1/200

構造図 1/100又は1/200

詳細図 1/10～1/50

定規図 適宜

標準図 適宜

設計計算書

その他参考資料 写真その他(設計説明書･設計計算書等

の補足説明資料等)

保安林整備 設計説明書 Ａ４判

位置図 1/50,000・1/25,000 原則として国土地理院発行の地形

図とする。

施業平面図 1/5,000・1/20,000 森林基本図又は施業管理図等とす

る。

植栽計画図等 適宜 植栽計画図等作業種別ごとの図面

は特記仕様書で定めるものとす

る。

縦断面図 水平、垂直とも1/1,000

横断面図 1/100 必要に応じ1/10～1/200

構造図 1/100又は1/200
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設計の種類 成果品 縮 尺 成果品数 摘 要

原図 コピー

保安林整備 詳細図 1/10～1/50

定規図 適宜

標準図 適宜

設計計算書

その他参考資料 写真その他(設計説明書･設計計算書等

の補足説明資料等)

保安林管理道 位置図 1/50,000以上 地形図等を利用する。

平面図 1/1,000 詳細平面図は、1/200～1/500とす

ることができる。

縦断面図 縦1/100,1/200

横1/1,000,1/2,000

横断面図 1/100,1/200

構造物図 一般図1/100 各構造物ごとに、必要に応じて一

のり面保護工図 構造図1/50 般図、構造図、詳細図及び展開図

排水施設図 に区分する。「その他調査」に示

擁壁図 詳細図及び展開図 す諸施設等

橋梁図 1/20

トンネル図

その他

残土処理場図 関係する各図面に準ずる。

標準図 1/10～1/100 土工標準図及び構造標準図に区分

する。

用地図 所定縮尺 法令等に定める種類及び縮尺によ

る。

潰地図 1/1,000 平面図を利用する。

法令関係図 所定縮尺 法令等に定める種類及び縮尺によ

る。

数量計算書又は 適宜 電子媒体等による電子納品

計算図

設計計算書

その他参考資料 写真その他(設計説明書･設計計算書等

の補足説明資料等)



1－ 1－ 519

設計の種類 成果品 縮 尺 成果品数 摘 要

原図 コピー

水土保全治山 渓間工、山腹工、保安林整備に準

等 ずるものとする。

地すべり防止 設計説明書 Ａ４判

位置図 1/5,000～1/25,000 原則として国土地理院発行

の地形図とする。

平面図 1/100～1/1,000 必要に応じ1/200～1/2,000

工種配置図を兼ねる。

縦横断面図 1/100～1/1,000 但し、のり切土量算定のための縦

断面図の縮尺は横断面図に同じ

構造物詳細図 1/10～1/100

標準断面図 1/100～1/1,000

展開図 適宜

掘削（床掘）図 1/100又は1/200 数量計算を兼ねる場合もある。

その他の図面 適宜 数量計算を兼ねる場合もある。

数量計算書又は 適宜 電子媒体等による電子納品

計算図

設計計算書

その他参考資料 写真その他(設計説明書･設計計算書等

の補足説明資料等)

（注）特記仕様書に定めのある場合を除き標準的なものを示したものである。


